公益社団法人神奈川県病院協会　新専門医制度研修プログラムに関する講演会

講演録（県保健福祉局の挨拶及び質疑応答）

日　時　平成28年2月17日（水）午後5時

場　所　神奈川県総合医療会館7階講堂

講演前
〇挨拶　県保健福祉局　長谷川　保健医療部長

　今日はたくさんの先生方にご参加いただきありがとうございます。私の方からは神奈川県を取り巻く現在の情勢をお伝えし、ご挨拶とさせていただく。

先日、全国都道府県の衛生部長の集まる会議があった。会長から、今回の専門医制度は前の初期研修の変化のときと比べても、比べものにならないぐらい強いインパクトがあるとのお話があった。他都道府県の衛生部長も同様に今回のことについては地域医療に非常に大きなインパクトがあるといっており、どの県もしっかりやっていきたいと考えている。

これから県病院協会の方々と一緒に地域医療に貢献するよい制度にしていく必要があると考えている。県の方にもこういう役割をとって欲しいというようお話があると思うが、私が考えている現在の範囲は、プロフェッショナル・オートノミーという言葉をこの制度を作るに当り聞くが、これは地域の専門家である先生方が地域のことを考え、この制度を作ってくだされば、国や行政が横から言わなくても県民の方にとって最も良い制度となるということがプロフェッショナル・オートノミーではないか。また作るに当たり県が困っている点などの情報を伝えていく必要があると考えている。

もうひとつ、基幹病院の大学病院等のプログラムがある程度出来上がった場合には、県にも見せていただき、地域医療を守れるかの判断をこれからさせていただく必要はある。その時に県が何か言った時には、先生方も賛成していただけると考えている。

また、専門医制度はどの病院に何人ぐらい先生がいくのかということになってしまっているが、県としてはそうではなく、専門医を取られる方は、専門医制度を通して自分が地域で行った経験により、地域で医療を支えていくことの重要性や生き甲斐を感じ、その結果専門医が取れたというようなものにしていっていただければありがたい。本日は県としても四宮先生の講演で勉強したいと思う。

講演後
〇質疑応答

（A）

　柱としては2点かと思う。自治体の専攻医の研修と地域医療に関して用意してそれを吸収してもらう。実際に内科の専門医の問題で悩んでいる。
ひとつは内容をみると3年間に内科の各分野を経験するというのが条件と理解しているが、そうするともう一本の地域完結型の医療を経験するとしたら、どうしても回復期病院や中小病院に含まれると思うが、回復期の病院は非常に大事な地域医療の病院かと思うが、そこで研修をさせる場合に得意分野というのはなかなかない。
その場合の意識の仕方というか、連携病院を組み込むことが可能なのか。
またそういった病院には専門医がなかなかいないと思うが、そういった場合は基幹病院から指導医がそこの病院へいって現場指導をするのか教えてほしい。

（四宮講師）

　まず、内科の場合、指導医がいないとすると特別連携施設という形式でやるしかない。1年目の専攻医に1人で研修するのは無理なので、ある程度学年が上のほうが、一人で診療し、それを基幹施設指導医がチェックするということになるだろう。
そういう療養型の病院に、なぜ専攻医が行くかというと、それは地域医療ということで例えば医師がいないところでもその地域医療を研修する機会は必要なので、地域医療枠として勉強する。

もうひとつは内科研修プログラムに参加できない場合、総合診療プログラムのなかに連携施設として参加し地域医療研修をおこなう。

（B）

　内科の専門医の研修は領域全てを経験したひとがいればいいが、いなければ各地域医療の研修という考えか。

（四宮講師）

すべての領域がある基幹施設であっても、種々の指導や地域医療を学ぶため、連携施設での研修は必要である。症例の8割は経験しなくてはいけないので、一般的には他の施設で経験せざるをえない。あまり研修症例の量が多いので初期臨床も多少入れて内科が本当に3年で終わるか多少問題となっている。サブスペシャリティからの非常に強い要望により、2年ぐらいでほぼ研修を終われば将来希望するサブスペシャリティの研修を重点的にやってもいいという話になっているが、本当に内科症例がすべて終わるか疑問視している。努力すれば何とかやれるだろうという判断のもとでの合意である。

（B）

　ということは機構としては、特別連携施設を地域の中で確保しながら回してもらうということを重視する、ということでよろしいか。

（四宮講師）

　専攻医の研修にとって本当に意義があるかどうか検証しなくてはいけないが、現状を維持することは重要であり専攻医にとって問題がある施設となれば改善に取りくんでいく必要があると考える。
（C）

　話を聞くと理想的だと思うが、今現在は大学との連携ができていない病院がたくさんある。自分たちで医師を確保するために業者が回っているという。国は今回７：１ではないが急性期の病院を回復期に誘導する流れである。そうすると大学は症例が少ない所とは連携したくない、若い先生も症例が少ない病院は敬遠したいという、国が回復期へ誘導するなか、外科系だとどうしても症例が減った病院には出せない状況が起こってくると思う。大病院や都市部の病院にまた同じように偏在が起こってしまうのではないか。

（四宮講師）

　研修プログラム総体としての症例数となるので、あえて言えば個々の施設の症例数が合算されるので、全体として専攻医を採用する。あまりに症例が少ないから捨てられるという制度ではない。ただ症例の数により専攻医の研修期間の長短はある。
（C）

　もう一点だが、たとえば最初に外科の専門医を取る、次に集中治療学会の専門医、そして救急学会の専門医を取るというような取り方を今後はできないのか。

（四宮講師）

　その人の努力により、外科をとったあとに、麻酔科や集中治療や、もちろん階層は違うが。麻酔と救急や、救急と脳外科は可能性があると思う。ただ一つの基本領域研修プログラムが終わった後に入り直さないと、平行しては取れない。

（D）

　急性期病院の事務長だが、新専門医制度がスタートするなかで、今年の4月から後期研修医になる移行期の先生方は新専門医制度に今年から乗っていくのか。

（四宮講師）

　今年入るのは旧来の専門医制度になる。

（D）

　そうすると従来通りの各科でよいのか。基幹病院の専門医に2年間行くこともないのか。

（四宮講師）

　これまで通り、学会の規定通りのことをすればよい。

（D）

　連携病院に成らざるを得ないが、基幹病院からの話があり2、3の指導医がいるなかで、たとえば大学病院と協定の病院があり、そこでは協定があるが、神奈川県内で大きい病院がうちの病院に協定にならないかと言われたら、いくつかの基幹病院と連携を組んでも良いのか。

（四宮講師）

　それは話し合いだが可能である。実際上、問題はどのように患者数を分けるか話し合えば十分に可能である。

（D）

　基幹病院と連携を組んだ場合に2年間は基幹病院でお願いしたいという話のときにはその先生の籍は、大学籍におくのか民間病院におくのか、また戻るという場合はドクターフィーという問題も出て来る。

（四宮講師）

　基本的に専攻医として働いている施設が給与を支給する。

（E）

　許認可のような形になっており負担になり、そういう意味で機構は責任も重いと思うのでコンセプトを確認したい。3点ほど心配していることがある。
指導医の負担がまた増える、特に内科が変わる、そのほかはそれほどの変化ではないと思うので、多くの先生方も内科に関することを心配されていると思う。初期臨床研修のように国が定めたのではなくプロフェッショナル・オートノミーで、各学会が考えるかたちになっている。
指導医は研修をしながらさらに指導を深めなければならない、自分の指導する専攻医に関してみなくてはいけないそういう負担がかかり直さなくてはいけない。それをweb上で、文章で指導しなくてはいけないというのが負担となる。そういった負担に金銭的なものは何もない。そしてさらに消費税も上がりその分も増えていない状況である。勤務医の負担軽減について、機構は国・学会などに負担軽減についての提言等の働きかけの予定はあるのか。

（四宮講師）

　内科13領域の研修では、個々の病院で何を研修するかを研修プログラム形成時に決める。多くの領域を研修する病院もあるだろうし、特定の領域のところもある。
あまり不得意なところは本来指導医として不適格なのでできないということが重要。
そして専攻医を教育するのが大変であるというのであれば受け入れないということも考えていただきたい。忙しくて専攻医を入れられないというのならそれでも構わない。ただ病院の社会的使命というのがあり、やはり後輩を育てていくうちに力をつけて一緒に働けたり、国民のために働く医師を育てるなどメリット・デメリットがある。

（E）

　専門医制度に殆どボランティアでうまく医師として育てて地域に渡している。指導して地域に出すのは私達の仕事なのでそれはしょうがないが限度がある。神奈川県地域の大きい施設は集まるが、小さい病院も地域医療を維持するにはとても大事なので、そういうところに人を送らなくてはいけないというのも我々の使命として、指導をしながらやっている。実際には指導医の負担がなかなか軽減されないことと、出すほうは見返りもないというジレンマもあるので、ぜひその辺も基本として考えてほしい。
そして、多くの症例が集まらないところは心配もあると思う。なぜそうなるかというと特に内科学会の経験すべき症例が非常に領域が多いため、3年間で終わらない。3年間で終わらないプログラムを作っていると専攻医が集まらない。プログラムを短くするためにはどうしても大きな病院中心になるという弱点がある。機構としては、たとえば内科学会がもう少し切り捨て、融通の利くような指導はされているのか。

（四宮講師）

　内科学会の研修プログラム、モデルプログラムは承認されているがプログラム申請はまだであり、一次審査、二次審査とプログラムの審査をする。専攻医がちゃんと研修できないのでは意味がないが、内科研修については充分に検討されていると考える。
（E）

　学会が決めているのでそれに合わせて私達も各病院でそれに合わせてプログラムを作らなくてはならない。あまり厳しいのでは地域医療ができないのではないか、と機構のほうから考えて指導していただけると地域が維持できるのではと思う。

　プログラムが結構多くなり、入った時点でこの病院でこれから3年間やろうということだが、実際には経験を見ながらここは変えたいということはいっぱいある。そういうことをいま決めて出してしまうと変えにくくなるので、フレキシビリティが高いということも、基幹と連携がうまく交差してやっているとのお話もあったので、雰囲気が変わって自由度の高いプログラムになるよう機構からも言ってもらえるとありがたい。

（四宮講師）

　あまり厳しいカリキュラムには少し心配しており、実際の到達レベルにより修正は必要である。1年目はこの施設、2年目はこの施設という厳格すぎるプログラムの必要はなく、目標に到達さえすればよい。大学などは特にたくさん連携施設を持っているだろうから、足りない分の研修を予定と異なる施設に回して当然だと考える。ただし、プログラムの全体像を覆すような変更は禁止する。
（F）

　プログラムのことについて聞きたい。連携施設を組んでいるがそれ以外で経験すること、災害が起きて派遣して経験した症例をもしNCD登録等した場合はこれを症例としてカウントできるのか。

（四宮講師）

　それは外科で研修委員会の見解なので答えられない。

（G）

もう一つはもしもプログラムを変えたときは、外科をやりたいがプログラムに入ったが自分に合わないから他のプログラムに変えるという場合は、1年目の経験はそのままカウントできるのか。

（四宮講師）

　異動が認められればよい。外科の研修委員会に専攻医の異動理由を申告し、外科研修委員会が認めれば、そこで研修したことは全部そのまま次のプログラムに移行できる。しかるべき理由であればの話である。
（G）

　研修医にとって正当な理由とは、我々の指導がよくないということか。

（四宮講師）

　そういうわけではない。例えば既婚者でどうしても別居するのは嫌だというのはひとつの理由である。

（H）

　自分でも基幹病院のプログラムを作り複数の大学の連携病院を受けているが、プログラムを作るに当り、自分のプログラムの連携病院をどうするかに悩んでいる。
それぞれの大学でA病院からきた研修医をうちのプログラムで回す可能性もでてくる。この場合他県にいく可能性もあり、できるだけ地域完結するようにしたいが、その人が他県に行ってしまうとうちのプログラムにも拘わらず入っていない可能性がある。その場合始めからプログラムに入れたほうがいいのか、決まった段階で訂正が可能なのか。

（四宮講師）

　基幹で募集し、プログラム採用となった診療領域の専攻医ならば、それは予めこの施設群の中で動くことになる。他プログラムからの専攻医は、自分のプログラム全体を回るのではなく、他プログラムの連携となった施設（例えば自分のプログラムの基幹）を研修するだけである。
（H）

　当院のプログラムに乗っても、その病院に入局し、入局後人事で動くことが想定される、医科歯科から来た場合、他県に行ってうちのプログラムでは回し切れない状況がありプログラムにその状況を載せるべきか。

（四宮講師）

医科歯科からの専攻医は、例えば医科歯科の連携となった自基幹でのみ研修する。こちらの病院の専攻医ではない。大学医局に入局しようがしまいが、問題ではなくプログラムの先生方が責任を持って研修プログラムを作るわけだから自分達が作った施設郡で自専攻医を育てる。

（H）

当院で再来年の人のプログラムを作るわけだが、プログラムの訂正は例年と同じか。

（四宮講師）

訂正があればできるだけ早く申請してほしい。

（I）

今回の専門医制度の改革の主旨は共感するところが多いが、内科の専攻医のプログラムを作る立場なのだが、他の専門医のプログラムと大きく違うのは現実的に内科の専門医でありながらサブスペシャリティの専門医が中心になっていることがある。
他の領域なら直接そのスペシャリティの専門医プログラムが学べ、現行の研修医とあまりかわらないと思うが、内科の専門医を組むことがサブ
スペシャリティをとるための必要条件になり、いわば第二医師免許のような縛りとなっている。内容に関しては内科学会が作り我々もその中で作るが、その辺の重みがだいぶ違うのだが。

（四宮講師）

この新専門医制度ができたことのひとつは、内科の研修制度の不備と聞いている。私が知っている限りではこの新制度が出来たのは内科があまりに最初から領域に分かれていることにより、患者から1つの分野しか診療できない内科医のレベルにクレームが多く寄せられている。少なくともある一定レベルの内科の医師として到達した上で、その上のサブスペシャリティに行こう、それがこの新専門医制度のいちばん大きな動機づけである。

（I）

現実に我々が危惧しているのは、もちろんそれに合ったプログラムを作り教育していく気構えでやっていくが、専攻医の選ぶほうの方々は必ずしもそこまではっきりとしていなくて、こんなに広いのなら内科医にならなくても他の専攻医なら3年間で取れるのだからと、そちらに流れるのではないかと心配している。
総合診療専門医という新しい制度が従来の内科を埋めるのだという認識だと思うが、必ずしも総合診療専門医は理想に追いついていない。特に都会にいると総合診療専門医の存在意義が本当にあるのか。むしろ内科専門医が自立して成人の総合的な疾患を診るほうが。それが地方に医師がいないとかを解決する上で、機構の考えが現実的な問題解決になるのか。

（四宮講師）

総合診療の数は今分からないが、内科の研修委員会はそれほど多くないと考えているようだ。総合診療専門医と内科は明らかに違う。総合内科をやったから総合診療専門医に行くわけではなく、腰痛だって総合診療が診て必要であれば整形外科に紹介する役割もあるし、プライマリーの一次救急を診ることもある。総合診療にどのくらいが手挙げするか数は今のところ読めない。この新専門医制度はどういう意味があるのか、できるだけ臨床研修医にインフォメーションを与えてなぜいま変えなくてはいけないのか、いま足りないのは何か等々を知らせるため、情報発信を2～3か月の間にするつもりである。

（J）

　内科学会が基本のプログラムの骨格を作成し、基幹施設が機構に申請し許可を受けてプログラムを作るということだが。

（四宮講師）

　内科の研修プログラム整備基準はできているが、個々の研修プログラムはひとつひとつ申請してこないと基準にあっているかわからない。

（I）

　仮定の話だが機構のほうにプログラムが上がっていき、蓋を開けた段階で内科の提案するプログラムが基礎的すぎるという場合は。

（四宮講師）

　最初に内科の研修委員会の意見を聞き我々も考える。

（K）

臨床研修プログラムの内科総括プログラム、今回は専攻医の試験が始まったと聞き、8月に募集がありたぶん試験があるのではないか。4～7月のうちにいまの初期研修を受けるが、内科外科ではない者は経験済みで、適正があるかどうか、8月の募集の最後の専攻試験が決まるということか。

（四宮講師）

6月に公募があり、全領域、だいたい同一期間内に採用試験を行う予定である。そうでないと領域、専攻医にとって不公平となる。その前に研修プログラムを機構が承認したことはホームページに載せてもいいと思う。研修プログラムの内容は学会・機構・基幹施設のホームページに同時に掲載と考えている。内科が少し遅れているが6月中には同時に公募を行いたい。そして採用試験は9月か10月以降になる。

（K）

　最後に領域のなかで試験を受けられるというが、初期臨床研修制度では医師臨床研修マッチング協議会などが入って、どこを受けているか相互にわかるが、両方に募集をしているような危惧はないのか。

（四宮講師）

　それは大丈夫である。医師免許番号で確認する。すべて機構と学会で情報を共有している。

（L）

　基幹病院の連携だが、自分の施設だけで必要経験症例を持っていて、それでもプログラムの魅力を高めるために他の基幹プログラムと連携した場合、症例指導医の案分については、案分0は可能なのか。

（四宮講師）

　指導医の案分0は絶対にやらない。A大学としてB大学を連携とすること、あるいは両方連携もあり得る。そうするとA大学で採用した研修医をB大学で、ある一定期間研修させることになる。それがあらかじめ計画されたプログラムであって、そこの指導医が教えることになる。研修の実体にあわない研修プログラムを形成することはゆるされないので、指導医数0はあり得ない。

（窪倉副会長）

　最後に講演の中で専門研修プログラムの二次審査のポイントで地域医療を損なわずに専攻医が公平な研修を受けることができるか、研修プログラムと募集研修医の数を審査すると書かれているが、それは重要だと思うし、その情報は非常に貴重だと思う。というのは地域の中で共有できれば医師の偏在解消に活かす方向にも使えるのではないかと思う。現在進行中の地域医療構想の実現のためにも活かせると思う。そうした機構での審査の情報を地域に還元していだけるのか。

（四宮講師）

地域に還元というか地域と相談をしたいと思う。その地域の地域医療推進会議などにこれで本当に地域医療が可能であるのか相談する予定である。

（窪倉副会長）

県の地域医療センターのなかでそうした情報を独自に収集するのか議論したばかりである。機構が集約したものをフィードバックしていただくと大変助かる。

本日は有意義な会となった。現場で携わっている方々の具体的なご質問から、制度の基本的設計に関する質問までと非常に多彩な内容だった。
おそらく専門医機構もこれから始めるに当り試行錯誤もあると思うが、こうした企画を継続的に行い、地域で専攻医療を育てるコンセプトを拡げてゆきたい。
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